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マンションストックの推移

（注）１．新規供給戸数は、建築着工統計等を基に推計した。

２．ストック戸数は、新規供給戸数の累積等を基に、各年末時点の戸数を推計した。

３．ここでいうマンションとは、中高層（３階建て以上）・分譲・共同建で、鉄筋コンクリート、鉄骨鉄筋コンクリート又は鉄骨造の住宅をいう。

４．マンションの居住人口は、平成22年国勢調査による１世帯当たり平均人員2.46を基に算出した。

旧耐震基準ストック数

（昭和56年以前供給戸数）

約１０６万戸
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実施準備中

（建替決議等）

実施中

（円滑化法に基づく建替え）

実施中

（円滑化法によらない建替え）

工事完了済

（円滑化法に基づく建替え）

工事完了済

（円滑化法によらない建替え）

実施準備中

工事完了済

実施中

マンション建替事業の実施状況

（
件

）
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建替え決議を
行うか

建替え決議(区分所有62①)

建替え円滑化
法による方法

Yes

建替組合の設立認可

参加組合員の決定

建替え不参加者に
対する売渡請求
(円滑化15①)

実施計画の
作成

転出希望者の申し出(円滑化56①③)
権利変換計画の認可
権利変換計画未同意者に対する売渡
請求(円滑化64①)

建物の解体･除却
再建マンショ ン建設工事

Yes

C【建替え円滑化法による場合】

Yes

建替え組織の設立(任意)

建替え不参加者に
対する売渡請求
(区分所有63④)

事業代行
者の選定

実施計画の作成

全員同意

No

No

B【区分所有法のみによる場合】

独力再建
の場合

建替え組織の設立(任意)

実施計画の作成

全員同意

事業代行者の選定

全員一致の建替え合意

No

No

Yes

A【民法に基づく全員合意の場合】

(等価)交換契約

建物の解体･除却
再建マンショ ン建設工事

独力再建
の場合

標準的なﾏﾝｼｮﾝ建替事業の流れ

独力再建
の場合

(等価)交換契約

建物の解体･除却
再建マンショ ン建設工事
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(1) 建物の区分所有等に関する法律 (区分所有法)
–マンションの管理組合による建替えの意思決定手続きを規定

(2) マンションの建替えの円滑化等に関する法律 (円滑化法)
–建替えの意思決定後に、円滑に建替えが行えるよう、建替え
事業の進め方を規定

※円滑化法に基づかないで建替えることも可能

区分所有法とﾏﾝｼｮﾝ建替え円滑化法の関係

円滑化法

建替え決議の成立

区分所有法

マンション建替え円滑化法

 区分所有法は建替え決議後の具体的な建替え事業の進
め方については定めがない。

 建替え決議に賛成したが、その後の推進に協力しない者
に対して売渡し請求ができず、事業の円滑な実施が阻害
される可能性がある。

 建替えに反対ではないが、事業への参加を希望しない者
の扱いが明確でなかった。

 事業の実施主体が不明確であった。

 区分所有者にとっての権利保全が十分でなかった。

 抵当権の取扱いが法的に担保されていなかった。

制定の背景にあった事業実施の課題
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マンション建替えの法制度の整備は、近年急速に進んだ

○ 建替え決議の要件が不明確

○ 団地の建替えルールがない

区分所有法の改正

（2003年6月1日施行）

○ 事業上の意思決定、契約行為
等が円滑にできない

○ 従前の権利を円滑に移行する
仕組みがない

○ 円滑な合意形成の進め方、建
替えか修繕かを判断するための

拠り所がない

マンション建替えの円滑化に関
する基本方針及びマニュアルの

整備

マンション建替え円滑化法の制定

（2002年12月18日施行）

ﾏﾝｼｮﾝ建替えに関する総合的な制度整備

集会招集の通知

説明会の開催

集会の開催（建替え決議）

建替えに参加するか否かの催告

参加するか否かの回答

参加を回答しない者に売渡し請求

建物取壊し工事着手

10

集会の2カ月以上前

集会の1カ月以上前

（非賛成者に対して）

催告を受けた日から2カ月以内

（全員同意の状態）

建替え決議（単棟型の場合）

・集会において、区分所有者及び議
決権の各４／５以上の多数で、建物
を取り壊し、新たに建物を建築する
旨を決議する。

※建替え前後で、敷地が一部でも
重なっていなければならない。

※議決権は専有部分の床面積の
割合による。（規約で別段の定め
をすることは可）

回答期限から2カ月以内

H14改正の内容

（１）建替え決議要件の明確化
多数決以外の要件（過分の費用）

の撤廃

（２）敷地の同一性要件の緩和

（３）建替え決議の手続きの厳格化

区分所有法（建替え意思決定の流れ）
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マンションの建替えが円滑化に進むよう必要な措置を実施して、マンションに
おける良好な居住環境の確保を図ることを目的とする

目 的

（１）建替え事業主体の確立

（建替えを行う団体の法的位置づけや運営ルールを規定）

・建替え合意者５人以上が共同で定款、事業計画を定め、建替え合意者の

３／４以上の同意を得て建替組合設立が可能

・都道府県知事等（平成２４年４月１日より、市長へ権限移譲）が

建替組合の設立を認可

・法人格の付与

・民間事業者等のノウハウ、資金力を活用できる参加組合員制度

・建替え不参加者に対する売渡し請求

※個人施行も可能

内 容

11

マンション建替え円滑化法の概要

（２）関係権利の再建マンションへの円滑な移行

（区分所有権や抵当権等を、建替えられたマンションに円滑に移行するた

めの法的な仕組み（権利変換）を規定）

・組合は権利変換計画を作成し、①建替組合の総会における５分の４以上
の決議、②組合員以外の権利者の同意取付けの後、認可を申請

・都道府県知事等の認可で権利変換計画を決定

・権利変換期日に区分所有権、抵当権等の関係権利が再建マンション
に円滑に移行

（３）登記の一括処理、段階的な登記による権利の保全
・必要な土地・建物登記を一括して申請可能（不動産登記法の特例）

・登記簿上に権利変換手続きの開始や建替え後の土地持ち分を公示して取
引の安全と権利保護のバランスをとっている

（４）危険・衛生上有害なマンションに対する建替え勧告制度の創設

危険又は有害なマンションに対して、従前居住者の居住の安定の確保の

ための措置や財政支援とあいまって、区分所有者の自発的な建替えを促進
12

マンション建替え円滑化法の概要
内 容
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マンション建替え円滑化法による事業の流れ

■組合設立手続き

建替組合が建替え反対者に売渡し請
求を行うことができる。

建替え決議時点で、売渡し請求を行う
主体を建替組合で行う予定であること
を決めておく必要がある。

建
替
え
合
意
（
建
替
え
決
議
）

事
業
計
画
の
作
成

建
替
え
合
意
者
の
同
意
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／
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合
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認
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３
0
日
以
内
）
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参
加
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建替組合設立
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■権利変換計画認可手続き

権
変
計
画
反
対
者
へ

売
渡
請
求

建替え賛成者で
あった区分所有
者が、途中で権
利変換計画につ
いての反対者に

なったとき、この
反対者に対して
も、建替組合は
売渡し請求がで
きる。

権
利
変
換
手
続
き
開
始
の
登
記

権
利
変
換
計
画
案
作
成

組
合
員
を
除
く

関
係
権
利
者
の
同
意

審
査
委
員
の
過
半
数
の
同
意

権
利
変
換
計
画
案
の
決
定

（総
会
で
４
／
５
以
上
の
賛
成
）

転
出
権
利
者
へ
補
償
費
支
払

[

権
利
変
換
期
日]

土
地
明
渡
し
請
求

権
利
変
換
計
画
の
認
可
申
請

権
利
変
換
計
画
の
認
可
・公
告

権利変換計画

■工事・完了手続き

建築工事から工事完了・再入居

建
替
組
合
解
散
認
可
申
請

知
事
等
の
解
散
認
可
・
公
告

財
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目
録
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分

方
法
の
総
会
承
認

決
算
報
告
書
作
成
・
知
事
等
承
認

建
築
工
事
発
注
・
着
工

建
築
工
事
完
了
公
告

施
行
再
建
マ
ン
シ
ョ
ン
登
記

施
行
再
建
マ
ン
シ
ョ
ン
の

区
分
所
有
権
の
価
額
確
定

清
算
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市街地再開発事業・・・都市計画決定で建替え等を決める

マンション建替事業・・・区分所有者の合意で建替えを決める

⇒公共施設整備を前提とする「公共性」の高い再開発事業と

特定の私人による共同事業であるマンション建替えとの違い

マンション建替え円滑化法に基づくマンション建替事業
と、都市再開発事業に基づく再開発事業との違い

市街地再開発事業との比較

18

(1)施行者は個人又は組合のみに限られる

(2)反対者に対して売渡し請求ができる
⇒売渡し請求によって全員賛成状態をつくり出し事業化を可能にする

(3)組合設立は建替え合意者の3/4以上、権利変換計画は
組合員の4/5以上の同意が必要

(4)組合施行においても、権利変換計画について組合員以
外の権利者の同意が必要（借家人の同意が必ず必要）

(5)底地権者は組合員とはならない（権利変換の対象外）
⇒あくまでも建物の建替えを目的とする制度である

再開発と比較したマンション建替え事業の特徴



10

19

再開発と比較したマンション建替え事業の特徴

（つづき）

(6)権利変換について等価の原則がない

(7)行政代執行、事業代行の規定がない

(8)全員同意型の権利変換はできない

○ 共通点
権利変換による権利の移行
権利者の共同で組合を設立することができる

○マンショ ンの老朽度判定の基準、費用対改善効果に基づく建替えか修繕・改修かの判断の考え方や進め方などを解説

○新築マンショ ンの性能・仕様の事例や修繕・改修工法等の技術情報の提供等

計画修繕から増築等の大規模改修まで、幅広い改修工
事について手法や費用等を解説

改修によるマンションの再生手法に
関するマニュアル（Ｈ１６．６）

マンションの建替えか修繕かを判断するためのマニュアル（Ｈ１５．１）

マンショ ン建替えに係る法律上の手続きや実施計画の策
定等の実務について詳細に解説

マンション建替え実務マニュアル
（Ｈ１７．１１）

マンショ ン建替えの各段階において、関係権利者の合意形成
を円滑に進めるための手順・留意点等について解説

マンション建替えに向けた合意形成に
関するマニュアル（Ｈ１５．１）

各段階における関係権利者の合意形成の推進

修繕等の場合建替えの場合

マンション耐震化マニュアル
（Ｈ１９．６）

マンショ ンの耐震診断、耐震改修実施など、管理組合等が
行う実務的な手続き、留意点などについて解説

耐震改修に係る合意形成の推進及び促進

20

団地型マンショ ンの再生（建替え、改修）の円滑な進め方を、単棟型マンショ ンとの違いを中心に解説

団地型マンション再生マニュアル（Ｈ２２）

マンション再生に関するマニュアルの整備
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Ⅱ 事業の仕組みと資金調達方法

（１） 建替事業の仕組み

（２） 資金調達方法について

（３） 助成制度について

21

○権利変換で従前の資産額に対応した権利床を取得する

○保留床や保留敷地の処分金で建替事業の事業費をまかなう

○隣接地を組み込んで（隣接施行敷地）事業を行うことができる

○借家権や抵当権は再建マンションの床に移行する

保留床

権利床

保留敷地
→原則公募で処分

隣接施行敷地
→転出扱い

施行マンション 施行再建マンション
参加組合員取得

底地権者
→権利変換の対象外

借家権
抵当権

（再建マンション
の床に移行）

22

円滑化法によるマンション建替事業の仕組み
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■不動産の譲渡・再購入の契約（等価交換契約）により、再建マンションを取得

②事業者(ディベロッパー)
が従前の区分所有者か
ら土地を購入
譲渡資金は次の新しいマ
ンショ ンの購入資金に充

当(実際の金銭の授受は
無い場合が多い)

事業者
(ディベロッパー)

事業者
(ディベロッパー)

③事業者(ディベロッパー
)が自ら資金調達を行い、
従前の建物を解体し、新
しいマンショ ンを建設

従前
区分所有
者建物持分

従前区分所有者
土地持分

①一般的に建物は評価
されない

【従前】
従前区
分所有
者建物
持分

新所有
者建物
持分
(保
留床)

④従前の区分所有者は
従前の土地持分に対応し
た再建マンショ ンの土地・
建物を購入 (等価交換)
余った住戸(保留床)は事

業者(ディベロッパー)が
第三者(新所有者)に分譲
処分

【従後】

事業者
(ディベロッパー)

新所有者
土地持分

従前区分
所有者土
地持分

マンション建替事業の基本的な仕組み
■参考：円滑化法を使わない等価交換方式の場合

■権利変換計画により、計画書上で再建マンションの取得内容を定める
■抵当権などの権利も再建マンションに移行させる

従前区分所有者土地持分

従前区分所有者建物持分

①建物の区分所有権と敷地利用権を併せて
評価します

【従前】

従前区分所有者
土地持分

参加組合員
土地持分

従前
区分所有者
建物持分

参加組合員
建物持分

②新たに計画される建物と敷地に関して従前
の区分所有者の組合員と参加組合員に対し
て、区分所有権と敷地利用権が与えられる計
画を作ります

【従後】

マンション建替事業の基本的な仕組み
■円滑化法を用いた建替組合による権利変換方式の場合
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<諏訪2丁目住宅＞

・1970年「住宅都市整備公団」(現在のUR）
が分譲

・手狭になり増築の要望が出始める、88年
有志が建替え検討の組織を立ち上げる

・計画が具体化するがﾊﾞﾌﾞﾙ崩壊などで頓
挫を繰り返し、04年に推進決議に至る

・07年ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ、設計事務所、事業協力者
を選定し、10年3月建替え決議成立(92％
賛成）

・建替組合設立（2010．11）

・敷地面積 64,400㎡

・基準容積率200％（地区計画で150％）

・現在の建物 23棟640戸（各棟20～40戸）

・全住戸専有面積は48.85㎡ 土地は640戸
で同一持ち分で共有

マンション建替事業の基本的な仕組み
■東京都多摩ニュータウンでの建替え事例を参考に＜諏訪2丁目住宅＞
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マンション建替事業の基本的な仕組み
■諏訪2丁目住宅建替え計画の概要（23棟640戸から7棟1230戸へ）

<諏訪2丁目住宅建替え計画概要＞

・鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 ７棟 11～14階建て

・住戸数 1,235戸（各住戸43～95㎡）

・付帯施設 高齢者施設、保育所、ｺﾝﾋﾞﾆ等

・駐車台数 870台

マンション建替事業の基本的な仕組み
■諏訪2丁目住宅建替え計画(諏訪PJ)の概要（23棟640戸から7棟1235戸へ）

・居住者の高齢化が進む中で安心して住み続けられるまち

・多世代が交流できる場

・自然を活かし、環境に配慮した住宅

補助制度や法的課題への方向付
け
・コンサルタントの導入に向けた支援
・建物診断・耐震診断の実施と選択肢具
体化への協力
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＜事業費算定上の収支項目例＞

支出項目

①調査費（測量、地盤調査、環境影響調査など）

②設計費（建築設計・監理費、各種許認可手続き費用など）

③計画費（事業計画、権利変換計画等作成費など）

④土地整備費（現状建物の除却、整地費）

⑤工事費（建築工事費、周辺公共施設整備費、ｲﾝﾌﾗ負担金など）

⑥事務費（事務局経費、附帯事務費：税務、法務関連費用など）

⑦その他（隣接地購入費、転出者資産取得費など）

⑧借入金利子（工事費等の事業資金借入金金利）

収入項目

①権利者負担金（増床負担金など）

②保留床等処分金（保留床処分金、保留敷地処分金）

③補助金等（補助金）
29

建替事業の基本的な仕組み（一般的な収支・支出の項目）

工事費

・建築工事費
（税抜き195億円）

20,475百万円

補償費

1,430百万円

調査設計計画費

713百万円

事務費・その他
601百万円

保留床処分金

・参加組合員負担金
20,207百万円

・増床負担金
1,753百万円

補助金

1,784百万円

＜建替組合の事業収支／バランス図＞（すべて税込み）

解体工事費
525百万円

支 出 金

23,744百万円

収 入 金

23,744百万円

建替事業の基本的な仕組み（諏訪PJでの組合事業収支）
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(１)保留床処分金
○主としてﾃﾞﾍﾞﾛｯﾊﾟｰに余剰の住戸を売却した代金

●余剰容積がない事例、交通の便など立地が悪い事例
などでは多くを期待できない

(２)保留敷地処分金
○敷地の一部を売却した代金
立地によって、マンション需要が弱い場合などに有効

(３)増床負担金
○権利者が床取得のために追加して支払う金銭

(４)補助金
●補助制度は一応整っているが、財政上の理由から補助
金が交付される優先度は低く、充分に機能していない

＊
31

■ 資金調達の方法（事業に必要な資金の調達方法）

■対象となるマンション建替えの要件

地 域： 三大都市圏、中心市街地等

地区面積： 概ね1000㎡以上（三大都市圏は500㎡以上、円滑化法に基づく事業は300㎡以上）
空地面積： 法定空地率＋10％以上（円滑化法に基づく事業はなし）
従前建物： 耐用年限の１/２以上経過していること、区分所有者10名以上
従後建物： 地上階数３階以上、耐火又は準耐火建築物、50㎡/戸以上（単身の場合は25㎡以
上）

■補助対象経費

・調査設計計画費（計画作成費等）

・土地整備費（従前建物の除却費等）

・共同施設整備費（共用廊下・共用階段等整備費）

■補助率等

国１/３以内、公共団体１/３以内

32

市街地環境の整備改善、良好な市街地住宅の供給等に資するため、土地利用の高度
化等に寄与するマンション建替え事業について、共用通行部分の整備等に対して助成

■ 助成制度（優良建築物整備事業）
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 都市再生住宅
 住宅に困窮する転出者等のために住宅を整備・供給する事業に対す
る、共同施設整備費や家賃負担の軽減に対する補助

 住宅金融支援機構 まちづくり融資
 事業費に対する融資
 高齢者返済特例融資
死亡時一括償還方式（生存中は利息のみ支払い、死亡時に元金一括
償還）

 建替えに係る借入れに対する債務保証
 民間再開発促進基金による債務保証

 税制の特例
 権利変換に伴う資産の譲渡所得に対する特例
 権利変換に伴う土地の登記に係る登録免許税の特例 等

33

■ 助成制度（その他の主な支援制度）

■都市居住再生融資における購入資金の高齢者向け返済特例融資

適 用 要 件 構造：耐火建築物、3階建以上

規模：住宅床面積が全体の1/2以上

指定容積率の1/2以上ｐ

30㎡/戸以上280㎡以下

自己居住用

対 象 60歳以上

融資限度額 1000万円 保証額の上限との比較のうち低い方となる

返 済 条 件 死亡時一括返済 月々の返済は利息のみ

保 証 財団法人高齢者住宅財団

そ の 他 カウンセリング 制度の理解を確認するために受ける

簡易不動産鑑定 資産の評価額の確認のため受ける

円滑化法による場合は、権利変換計画の概
算額で可

注．詳細は住宅金融支援機構による。

■ 助成制度（高齢者向けの返済特例制度）
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■「建替えの必要性」が高く、立地条件もすぐれたもの

■集団としての合意が成立し易い条件が整っていた

①50～70年代に公団･公社で分譲された4～5階建て階段室ﾀｲﾌﾟの住戸が多い

②決議時点での権利者の平均年齢は60～65歳であり高齢化が進んでいる

③住戸面積は40㎡～55㎡程度と現在の平均的なマンションと比べて狭い

④高齢化が進む中で、エレベーターはなく、段差も多い

⑤給排水管などの設備の老朽化が進む

⑥公団･公社の物件は敷地面積が比較的広く、容積に余剰があるものが多い

■建替え実現事例とその特徴

目次

Ⅲ 合意形成から事業化へ

１ 建替え検討の流れ

２ 多摩ニュータウンでの事例を通して

３ マンション建替えにおける合意形成

36
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『実施計画原案』 ⇒ 『実施計画案』

実現可能な
計画

事業を実現
するための
資金

合意形成

建替え決議

建替え決議に向けた合意形成とは

●｢実現可能な計画」という目

標、「資金」の裏づけがあって
初めて建替えについての意思
決定は可能

●そのための条件整備の過
程が重要

38

検討段階 計画段階 事業実施段階

主体 管理組合 管理組合 建替組合･個人施行者

活動目標 建替計画を検討するこ
との合意（推進決議）

建替え決議を目標とした計
画案を策定し、建替え決議
を行うこと

組合を設立し、事業計画･権
利変換計画を策定し、建替
事業を実施すること

活動内容 建替構想の作成

・修繕･改修との比較に
よる建替えの必要性

建替事業計画の作成

・基本設計に基づいた事
業計画･権利変換計画
素案の作成

権利変換計画の作成

・実施設計に基づいた権利
変換計画の作成

事業計画 ・権利関係の調査

・事業ﾌﾚｰﾑ検討

・企画設計ﾚﾍﾞﾙ

・概算収支計画

・事業計画に係る条件精査

・基本設計ﾚﾍﾞﾙ

･年度別収支計画

・必要に応じて見直し

・実施設計ﾚﾍﾞﾙ

・権利変換計画との調整

･未賛同者への対応

建
替
検
討
決
議

建
替
推
進
決
議

権
変
計
画
認
可

建
替
決
議

組
合
設
立
認
可

権
変
計
画
決
議

建替え検討の流れ（検討から実施までの3段階）
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(１)合意できる計画づくり（目標の提示）
⇒実現可能な建替え計画

・合意できる計画（計画の理念・経済条件・関係者の利害･実現性）
・床取得者（ﾃﾞﾍﾞﾛｯﾊﾟｰ）の参加意欲を充たす計画

・最大公約数の発見

（２）危機感・問題意識の共有化（現実の直視）
⇒建物の現状、修繕改修の費用と効果
・修繕か建替えかのいずれかは必ず必要であることの認識
・権利者は運命共同体であることの自覚

（３）不安事項の解消・軽減
⇒建替えには資金、工事期間中の仮住居など多くの不安が伴う
・建替組合が支援できるﾒﾆｭｰを具体的に示す

・「できること」と「できないこと」を明確に示す

（４）組織・コンサルタント・事業者などへの信頼
⇒合意の前提は相互信頼
・権利者側に立ったｺﾝｻﾙﾀﾝﾄの存在が重要

39

合意形成を進める上での方針
■ 諏訪2丁目住宅での建替事業を参考に

【目標】安心して住み続けられる住環境をつくる

【前提】「修繕･改修」か「建替え」が必要になる

【これからの課題】合意をどのようにつくりあげるか

【現状】老朽化、耐震性、階段や段差、高齢化 など

（１）なぜ建替えが必要か

（２）どうすれば建替えることができるか

（３）どうすれば誰もが安心して参加できるか

■ 合意形成を目指した問題意識の共有化
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参加の回答あり

建替え後の新しいマンションの
取得を希望する

建替え後の新しいマンションの
取得を希望しない

【建替組合】

選択肢

権利変換の手続き
転出の手続き

（権利変換を希望しない旨の申出）

補償金を取得して
地区外へ転出

住戸を取得する

催告

建替えに
参加するか？

選択肢

選択肢

建替え決議

参加の回答なし

住戸の明渡し

建替組合からの

売渡請求き

建替事業への参加を
希望しない

賛 成 反対・棄権

■権利者の意思決定の流れ(選択肢の提示）

42

個人の不安事項 対 応 策 課 題

経済的不安 個人負担の軽減

・容積割増や総合設計利用による
保留床の増加

・補助金の導入による床ｺｽﾄ低下

・税負担の軽減

・立地によっては保留床拡大は困難

・補助金も財政上の限界

事業中の経済変動 事業の安定

・参加組合員として保留床取得者
確保

・一括登記による権利保全

・立地･規模により参加組合員とな
るDVが見つからない

資金調達の困難さ 融資制度などの充実

・高齢者向けの返済特例など ・仮住居費用などに使えない

工事中の仮住居 仮住居の斡旋

・公的な住宅の斡旋提供

・公的住宅の家賃割引や優遇策

・絶対数が少ない

・原則は自己責任とせざるを得ない

■権利者の不安事項と対応策
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43

■合意形成のまとめ

●合意できる計画づくり（目標の提示）
●危機感・問題意識の共有化（現実の直視）
●不安事項の解消・軽減
●組織・コンサルタント・事業者などへの信頼

■建替え決議の成立
■決議成立後の参加
■合意形成の実現
⇒安定した事業化が可能

条件変化への対応力

Ⅳ マンション建替えの課題

（１） 成功事例とその特徴

（２） 実現の要因

（３） 今後の課題

44
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事業名 場所 事業方式
建替え前 建替え後

戸数 階数等 戸数 階数等

萩中住宅

マンション

建替事業

東京都

大田区

円滑化法

組合施行
368

5階建×8棟

(築36年）
534

18階建

地下1階

広町住宅

マンション

建替事業

東京都

中野区

円滑化法

組合施行
４0

5階建×1棟

(築40年）
66 ８階建

初台ｻﾝﾊｲﾂ

マンション

建替事業

東京都
渋谷区

円滑化法
組合施行

４0
4階建×1棟

(築27年）
86 14階建

成功事例とその特徴（3事例の比較）

■事例１ 大田区萩中住宅（団地一括建替え、組合施行）

階段室ﾀｲﾌﾟの典型的な団地
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 東京都住宅供給公社の長期分譲物件（期間は35年）

 総合設計制度利用による容積割増⇒権利者の負担軽減

＊従前 116％⇒従後 総合設計により240％（基準容積率２００％）

優良建築物整備事業などの補助金導入（事業費の約5％）

 早期からｺﾝｻﾙﾀﾝﾄを入れ、管理組合中心に計画検討を行い、円滑化

法制定後は建替組合を設立して事業を実施

 工事期間中の仮住居として企業の遊休社宅を借上げ、高齢者向け返

済特例制度（リバースモゲージ）の利用などにより高齢者の負担や不安

を軽減

 検討期間は約12年

 還元率は83％、平均約12百万円の増床で面積を拡大

 再入居率は81％（2度の引越しを敬遠した権利者が多かった）

■事例１ 大田区萩中住宅（事業の特徴）

・再建マンションの写

真

撮影：クリエイティブスタジオ・カワカミ

従後写真

■事例１ 大田区萩中住宅（建替え後）



25

従前写真■事例２ 中野区広町住宅（１棟４０戸、組合施行）

 東京都住宅供給公社の長期分譲物件（昭和38年、期間は35年）

 中野区では補助制度が未稼動 → 補助金はなし

 40戸と規模は小さいが立地に恵まれ、容積の余剰も見込まれた

 中立なｺﾝｻﾙﾀﾝﾄが関与することで、組合が主導権をもちながら競争原理

を働かせ、ﾃﾞｨﾍﾞﾛｯﾊﾟｰから好条件を引き出せた

 区分所有者の負担が軽減され、55㎡程度の住戸を権利床として確保でき、

高齢者も安心して事業に参加できた

■短期間で合意形成 → 検討約4年（ｺﾝｻﾙ選定から約1年半で建替え決議）

■区分所有者の負担軽減→ 還元率 約105％（最大約250万円の戻り金）

■再入居率 → 約90％

■事例２ 中野区広町住宅（事業の特徴）
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従後写真

■事例２ 中野区広町住宅（建替え後）

従前写真■事例３ 渋谷区初台サンハイツ（民間分譲、隣接地の購入）
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 昭和53年に竣工でまだ築30年足らず。等価交換事業により建設され、住

戸 は16㎡～146㎡と多様な広さとタイプ。ＥＶ有り

 容積率に余剰があったため、早い段階から建替えが検討される一方で、

永年定期的な修繕は実施してこなかった

 事業協力者は隣地をいったん取得することを条件に選定

当初は修繕計画を中心に検討。隣地を取り込んだ計画が現実化したこと

で経済条件が向上し、建替えの機運が一気に高まった

■検討期間 → 約5年（コンサルタント就任から約2年で建替え決議）

■区分所有者の負担軽減→還元率110％

■ 再入居率 → 約88％

■事例３ 渋谷区初台サンハイツ（事業の特徴）

■事例３ 渋谷区初台サンハイツ（建替え後）
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■「建替えの必要性」が高く、立地条件もすぐれたもの

■集団としての合意が成立し易い条件が整っていた

①50～70年代に公団･公社で分譲された4～5階建て階段室ﾀｲﾌﾟの住戸が多い

②決議時点での権利者の平均年齢は60～65歳であり高齢化が進んでいる

③住戸面積は40㎡～55㎡程度と現在の平均的なマンションと比べて狭い

④高齢化が進む中で、エレベーターはなく、段差も多い

⑤給排水管などの設備の老朽化が進む

⑥公団･公社の物件は敷地面積が比較的広く、容積に余剰があるものが多い

■建替え実現事例とその特徴

＊還元率=権利床面積÷従前の専有面積

■建替え実現事例を参考に

＜他事例での還元条件＞

還元率 建替え決議

新宿区 江戸川ｱﾊﾟｰﾄ ５３％ （従前9㎡～99㎡） 2002年

新宿区 Ｓ住宅 １００％ （従前44㎡） 2003年

大田区 萩中住宅 ８３％ （従前44㎡、48㎡） 2003年

世田谷区 Ｓハイツ ８０％ （従前38㎡、62㎡） 2003年

福岡市 Ｏクラブ ５６％ （従前60㎡） 2004年

豊中市 Ａ団地 ６１％ （従前54㎡～65㎡） 2004年

中野区 広町住宅 １０５％ （従前50㎡） 2006年

渋谷区 初台ｻﾝﾊｲﾂ １１０％（従前16㎡～146㎡） 2007年

●還元率はそのマンションの余剰容積と販売する場合の床単価
を主要な要素として決まるものであり、経済面での指標となる
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■「建替えの必要性」が高く、経済条件も良いために比較的合意が成立し

易い条件が整っていた

⇒これからの合意形成は困難になる（自己負担が前提となる）

■建替えが実現してきた要因

建替えの必要性が高い

建替えの必要性が低い

経済条件が悪い 経済条件が良い

これまでの実現事例郊外の大規模団地

容積余剰のないﾏﾝｼｮﾝ

■これまでの建替え実現例

・建替えの必要性が高い→老朽化、耐震性、ｴﾚﾍﾞｰﾀｰがない、狭い

・個人負担は比較的少ない、ﾃﾞｨﾍﾞﾛｯﾊﾟｰの事業協力が得られる

→恵まれた立地、容積の余剰、一定の規模

→ﾃﾞｨﾍﾞﾛｯﾊﾟｰにとって参加意欲がわく物件

●このような条件が整ったﾏﾝｼｮﾝでは合意形成可能であった

■これからの建替え事例

・かなりの個人負担が必要、ﾃﾞｨﾍﾞﾛｯﾊﾟー の事業協力は期待できない

→郊外などの立地、都心では容積余剰がない

⇒ﾃﾞｨﾍﾞﾛｯﾊﾟｰにとって魅力が薄い（市場性がない）

●自己負担が大きくなるため多数者間の合意形成は難しくなる

■これからの建替事業が直面する課題
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（１）これから想定される建替え事例の特徴

 余剰容積のないマンションでの建替え

市場性が低い立地でのマンションの建替え

郊外型の大規模団地での建替え

「負担なき建替え｣から｢負担を前提とした建替え｣へ

（３）合意形成の重要性がさらに高まる

（２）保留床処分によるﾃﾞｨﾍﾞﾛｯﾊﾟｰ任せの事業は難しくなる

■まとめ

（１） 補助など公的な助成

（２） 権利者の生活に関する支援

■地方公共団体に期待される役割

 仮住居や転出先の確保

高齢者や児童などの転居に伴う事務手続きの簡略化、相談窓口の設置

引越しに伴う不用品の処分

工事期間中の固定資産税の扱いなど

（３） その他

 初動期の組合活動の支援（コンサルタント派遣、補助など）

各部課の連携支援体制

総合設計制度や地区計画制度など関連制度の整備・活用
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■マンションの建替え・改修をめぐる論点

 マンションは単なる私有財産か

 マンションの建替え・改修が進まない要因は何か

●合意形成はどうしたら進むのか
●高齢者・低所得者への対応は

 デベロッパーが参画できるところだけ建替えるという市場原理
にまかせていてよいのか
●人口・世帯数の減少が見込まれる中、これまで一般的だった保留
床処分金を事業費に充てるスキームには限界

●誰が建替え・改修の牽引者となるのか

■ 早期からの専門家の関与が正しい方向づくりに有効

61

■さいごに

終 了

ありがとうございました


